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中心市街地活性化基本計画等の中で、LRTの新設や既存路面電車の整備・活用がよく謳われている。し

かし、路面電車と沿線商業立地との関係について分析したものは少ない。そこで、本研究では、路面電車

が都市の基幹交通となっている地方都市をケースとして、路面電車沿線地域における商業的土地利用と業

種別商業立地状況についてGISベースによって分析し、路面電車整備が中心市街地における商業活性化に

与える影響把握のための基礎的分析を行う。	
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１	 はじめに	

	

１− １	 中心市街地活性化と路面電車	

	 中心市街地活性化基本計画等で、まちのにぎわいを取

り戻すための施策として、公共交通の整備、特にLRTの

新設や既存路面電車の延伸等の整備・活用が謳われるこ

とが多い。しかし、LRTや路面電車の整備がどこまで中

心市街地活性化に寄与するかについては、あまり明確で

はない。例えば、堺市ではLRT整備効果のひとつとして

沿線地域の活性化を掲げていたが、計画は頓挫し、その

理由の一つとして市民に整備効果を十分に説明しきれな

かったことが考えられている1)。	

	 路面電車による沿線地域活性化が十分に説明できない

要因のひとつとして、日本では路面電車の新設がほとん

どなく、既存の路面電車は約100年以上前に作られたも

のが大多数であるため、いわゆる事前事後分析のような

時系列的なデータ分析ができないことが考えられる。た

とえば道路整備においては、経年的なデータ蓄積も豊富

にあるため、即時的効果や波及的効果ともにモデル化さ

れ定量的に計測・推測されていることとは対照的である。	

	 路面電車では、富山ライトレールの開通に伴う沿線の

土地利用変化に関する研究はあるが、開通してからの経

過は短く、変化の内容は限定的である2)。	

	 時系列的な分析が困難な場合、影響因子の有無による

クロスセクション分析が用いられることがある。たとえ

ば、路面電車の有無によって都市を2群に分け、両者の

社会経済指標の差異分析から、商業面では路面電車有り

都市の方が、地域中心性が高く、小規模店舗の地位が相

対的に高い等の結果を得たものがある3)。	

	

１− ２	 商業集積地区の立地環境特性	

	 交通施設の配置と商業立地の関係を分析するのに各種

統計が用いられる。日本の商業活動を表す最も重要な統

計は、経済産業省が発行する「商業統計表」である。そ

の中に、「立地環境特性別統計編」というものがあり、

商業集積地区の立地環境特性として、①	駅周辺型	 ②	

市街地型	 ③	住宅地背景型	 ④	ロードサイド型	 ⑤	

その他の５つに分類されている4)。この中の「駅周辺型

商業集積地区」と「ロードサイド型商業集積地区」は、

鉄道駅と道路の２つの交通施設との関連による区分であ

る。しかし、駅周辺型には「路面電車の駅周辺に立地す

る地域は除く」と書いてあり、路面電車沿線がどの型の

商業集積地区に分類されるかは明確ではない。	

	 路面電車の存在は、商業集積地区形成に影響を与えて

いると思われるが、全国に10数都市しかないので、全国

レベルでは分析対象となっていない。こうしたデータ上

の制約からも、道路や鉄道駅といった交通施設と商業地

域の類型化の研究はあっても、路面電車のある都市での

事例研究は少ないものと考えられる。	

	

１− ３	 研究の目的	

	 本研究では、次の2点を研究課題とする。ひとつは、

路面電車が都市の基幹公共交通となっている都市と、そ

れらと社会的経済的状況が類似の路面電車が走っていな
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い都市を取り上げて、路面電車・主要道路沿線の商業的

土地利用の比較を行い、路面電車の有無が沿線商業的土

地利用に影響を与えているかどうかについて考察するこ

とである。もうひとつは、路面電車運行都市において、

業種別商業立地状況についてGISベースによって分析す

ることである。これら2点のことから、路面電車整備が

中心市街地における商業活性化に与える影響について知

見を得て、今後のLRT導入とその経済的整備効果予測の

ための基礎的分析を行うことを目的とする。	

	

２．対象と分析方法	

	

２− １	 対象都市	

（１）路面電車が運行している都市	

	 路面電車が運行している都市の内、併用軌道区間が比

較的長く、また路面電車がその都市の基幹的公共交通と

して機能している都市を選んだ。複数都市を通過する場

合、中心駅のある都市を分析対象とし、端末的な駅のあ

る都市は除外した。対象となった都市は、人口119万人

の広島市から人口17万人の高岡市までの13都市である。

これを表− １に示す（人口は2015年）。	

表− １	 対象都市（路面電車運行都市）	

	

（２）路面電車が運行していない都市	

	 20万人以上の人口を有する県庁所在地から、表− ２の

16都市を選んだ（人口は2015年）。	

	

２− ２	 分析方法	

（１）沿線商業的土地利用	

	 表− １、２の都市を対象として、国土数値情報ダウン

ロードサービス・Z-mapゼンリン地図データから、各都

市のDID(平成22年度版)、用途地域(平成23年度版)、路

面電車線路データを取得し、GISを用いて各対象都市の

DID内の用途地域別面積を求める。ついで、路面電車運

行都市では路面電車軌道、運行していない都市では4車

線以上の主要道路を基準に、両側各50ｍ内の用途地域の

面積を求める。これにより、路面電車のある都市と路面

電車のない都市の商業地域面積を比較する。	

表− ２	 対象都市（路面電車が運行していない都市）	

	

	

（２）業種別商業施設立地状況	

	 表− １に示した路面電車運行都市を対象として、NTT

タウンページを利用して、業種別（飲食、ショッピング、

美容・ファッション、娯楽、宿泊）に各店舗の位置デー

タを入手し、業種別商店数を円の大小で地図の上に表示

する。業種分類の内訳を表− ３に示す。	

表− ３	 商業施設業種分類	

	

	

	 ついで、都市別・業種別に、DID内商業地域内にある

店舗数および路面電車沿線の店舗数を集計する。ここで

路面電車沿線とは、線路を基準に片側100ｍずつ、両側

合わせて200ｍ幅の領域である。店舗数と商業地域面積、

路面電車沿線面積より、面積当たりの店舗密度を求める。	

	

３．路面電車の有無による商業的土地利用の比較	

	 各都市のDID内の用途地域別面積を計算し、その内

「商業地域」の面積が全体のどれだけの割合を占めるか

を示したものが表− ４である。商業地域の面積率は、路

面電車のある都市で約6%、ない都市で約7%であり、2群
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に分けて平均値で見る限りは両者に差異はない。	

表− ４	 商業地域面積率（DID全域）	

	

表− ５	 商業地域面積率（路面電車・主要道路沿線）	

	

	 次に表− ５は、路面電車のある都市は路面電車軌道、

ない都市はDID内を通過する4車線以上道路を基準として、

両側50mずつの範囲にある用途地域別面積を求め、その

内に「商業地域」が占める割合を算定したものである。

路面電車のある都市で約48%、ない都市で約36%であり、

比率の差の検定結果では、1%の水準で有意な差がある。	

すなわち、主要な道路よりも路面電車沿線の方に商業集

積が見られるという結果が得られる。次節では、商業施

設の分布状況からこのことについてさらに分析すること

にする。	

	

４．商業施設の分布分析	

（１）商業施設の分布	

	 表− １に示した都市において、表− ３の業種別店舗の

分布状況を地図上にプロットする。一例として、広島市

のショッピング施設の分布状況を、「商業地域」、広島

電鉄路線と共に図− １に示す。施設は街区単位でプロッ

トしているが、同じ街区にいくつの施設があるかを円の

大きさで表示している。	

	

図− １	 商業施設の分布（広島市、ショッピング）	

	

（２）商業施設分布の類型化	

	 商業施設の分布には、いくつかの類型化が可能である。

まず、対象としたすべての都市で、幹線鉄道駅や路面電

車路線周辺には商業集積が見られる（図− ２）。また、

熊本市や松山市のように、路面電車ではないが都市内に

地方鉄道が走行しているところでは、地方鉄道駅や地方

鉄道路線沿いに商業集積がある（図− ３）。ロードサイ

ドに商業施設が密度高く分布している都市（図− ４）、

鉄道、道路等の交通施設から離れた地区に商業集積が見

られる都市（図− ５）などもある。	
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図− ２	 幹線鉄道駅・路面電車沿線に商業施設が分布	

	

図− ３	 地方鉄道駅・路線沿線に商業施設が分布	

	

図− ４	 幹線道路沿いに商業施設が分布	

	

図− ５	 交通施設から離れた地区に商業施設が分布	

	

	 表− １の都市の商業施設の分布状況をまとめると表−

６のようになる。	

表− ６	 商業施設分布のタイプ分け	

	

	 タイプ１は、鉄道駅・路面電車沿線のみの都市である。

高岡市、福井市、豊橋市、岡山市である。タイプ2は、

鉄道駅・路面電車沿線に加えて、ロードサイド型と交通

施設から離れた地区に大規模な商店街がある都市である。

函館市、富山市、広島市、鹿児島市である。タイプ3は、

鉄道駅・路面電車沿線に加えて、ロードサイド型がある

都市である。堺市、高知市と長崎市である。タイプ4は、

鉄道駅・路面電車沿線に加えて、地方鉄道もある都市で、

松山市と熊本市がそれに該当する。	

	

（３）店舗密度分析	

	 路面電車が運行している都市では、ほぼすべての都市

で路面電車沿線沿いの商業集積度が高い。そこで、ここ

では商業集積の度合いを表す指標として、店舗密度を計

算する。店舗数を面積で割ったものを店舗密度とする。	

	 まず計算の対象とする店舗は、DID内商業地域内のも

のとする。ついで、商業地域を、路面電車沿線地域とそ

の他商業地域に分けて、各々の面積を求める。ここに路

面電車沿線商業地域面積とは、路面電車の線路を基準に

片側100ｍずつ、両側200ｍの地域内としたものである。	

	 店舗密度は全業種について求めたが、ここでは全業種

合計の結果を表− ７に示す。	

	

表− ７	 各都市の店舗密度および店舗密度比	
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	 表− ７よりわかるように、大多数の都市においては、

路面電車沿線商業地域の方が、それ以外の商業地域より

も店舗密度は高い。すなわち、路面電車沿線には相対的

に高い商業集積度が見られる。店舗密度比はこのことを

指標化したもので、1以上の値を示す都市では、路面電

車沿線地域においてはその他商業地域よりも商業集積が

大きいといえる。特に、富山市の2.9、岡山市の2.4など

路面電車が市民生活にとって活発に使われていると考え

られる都市では店舗密度比は高い。その他の多くの都市

で、店舗密度比は2に近い値を示している。	

	 逆に低いのは、熊本市の0.5、堺市の0.5、松山市の

0.6、広島市の0.8である。これらの都市の店舗分布図を

見れば、熊本市と松山市は、路面電車に近い都市内公共

交通として使われている熊本電鉄、伊予鉄道郊外線の駅

や路線沿線に商業集積が見られ、これが相対的にその他

商業地域の店舗密度を高めている。堺市では、南海本線

の堺駅、南海高野線の堺東駅周辺の商業集積が相対的に

大きく、阪堺電鉄沿線の商業集積は相対的に低いため、

密度比も低いものとなっている。堺市ではかつて、堺駅

と堺東駅をつなぐ東西鉄軌道とよばれた	LRT路線が計画

されていたが、このような商業集積をつなぐという意味

では、LRT計画は中心市街地活性化に寄与する可能性が

あったといえよう。広島市は、日本一の路面電車ネット

ワークを有した都市であるが、同時に中国地方最大の都

市として、紙屋町、八丁堀という大規模な商業集積地区

を持ち、その範囲も路面電車ネットワークから徒歩圏に

あるとはいえ、100m以遠の距離の地区も多いためこのよ

うな結果になったと考えられる。	

	 表− ８は、店舗密度比を都市別・業種別に示したもの

である。おおむね、店舗密度比は業種による差は大きく

はない。	

	

５．結論	

	 同程度の社会・経済状況を示す地方都市を対象として、

路面電車の有無によって2群に分け、路面電車あり都市

群では路面電車軌道、路面電車なし都市群では4車線以

上道路を基準に、DID内において幅100mの範囲の「商業

地域面積」を求め、全用途面積合計に占める商業地域面

積率を求めた。その結果、統計的に有意に路面電車都市

群の沿線商業地域面積率が高いことがわかった。	

	 次に、路面電車運行都市を対象に、商業施設の位置を

地図上にプロットして、１− ２で示した商業集積の立地	

環境特性の視点から、特に交通施設の位置と商業集積の

関係について分析した。その結果、多くの都市で路面電

車沿線に商業集積が見られること、店舗密度で見れば路

面電車沿線外の商業地域での店舗密度よりも、1.5倍程

度以上商業集積が見られることを明らかにした。また、

相対的に路面電車沿線地域の方が店舗密度が低い都市に

おいても、鉄道駅、地方鉄道沿線等、軌道系公共交通近

辺に商業立地が優位であることを明らかにした。	

	 時系列分析で路面電車整備の影響分析はデータ的に困

難であるが、今回のようないわば疫学的方法で路面電車

整備による地域活性化への影響のメカニズム分析を今後

進めたい。	

表− ８	 業種別店舗密度比	
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